


平成１９年度私立短大経理事務等研修会実施要領 

 

主 催 財団法人私学研修福祉会 
協 力 日本私立短期大学協会 

研 修 会 の 目 的  短期大学を設置している学校法人の経理事務等担当者の業務水準の向上をはかる

ため、当面する諸問題の理解と基本的知識の修得を目的として、講演・全体会議及

び分科会を通じて研修する。とくに分科会では多様なテーマを設け、参加者の担当

業務に適応した研修を行うこととする。 
開 催 期 日 １１月７日（水）～１１月９日（金）の 3 日間 
会 場 ロイトン札幌 

〒０６０－０００１ 札幌市中央区北１条西１１丁目 
ＴＥＬ ０１１－２７１－２７１１ 

参 加 資 格 私立短期大学の理事長・学長及び経理事務等担当者 
（先着順に受付け 400 名で締め切らせていただきます。） 

研 修 内 容 〔第１日目〕１１月７日（水） 
【全体会】 
 開会挨拶・オリエンテーション 〈9：00～9：20〉 
 アンケート調査結果報告    〈9：20～9：50〉 
 講演Ⅰ            〈9：50～11：20〉 

「私学助成のあり方について」（仮題） 
  文部科学省高等教育局（予定） 

 状況報告           〈11：30～12：00〉 
  「短期大学をめぐる最近の動向」 

日本私立短期大学協会常任理事・事務局長  佐 藤   存 氏 
 
【分科会】〈13：00～17：00〉 
  今回も参加者の希望により、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４分科会に分けて研修を行いま

すが、Ｄ分科会を研修する方は、１班・２班に分かれて６テーマを全部研修して

いただくことになります。 
なお、Ｄ分科会の班別編成は、参加者が決まり次第、運営委員会で行います。 

 
Ａ分科会 初心者のための学校簿記について 

  この分科会は、学校簿記の実務経験が少ない方々を対象に、日常行う会計処理

について「学校法人会計基準」に沿った実務研修を行います。 
  研修内容は、初心者の方々に学校簿記を充分理解していただくために、「学校法

人会計基準ができた経緯」・「学校会計の基準と原則」・「学校会計の計算体系」及

び「学校会計の帳簿と勘定科目」について説明し、最も身近な業務となる資金収

支計算の日常取引（仕訳処理）の実務演習を中心に行いながら「資金収支計算書」

を作成します。 
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  引き続き、「資金収支元帳」と「総勘定元帳」の違いや「基本金」の説明後、消

費収支計算独特の期末仕訳処理について演習問題の事例をとおして学びながら

「消費収支計算書」・「貸借対照表」を作成し、それぞれの表の見方を説明します。

  教材として、研修会場で配布する資料番号③「学校法人会計基準と計算書類の

取扱いについて」も併用しますので、分科会の研修会場へは毎回持参ください。

また、演習問題がありますので、電卓を必ず持参ください。 
 

Ｂ分科会 学校法人会計基準と計算書類の取扱いについて 
  この分科会は、学校会計業務の経験が比較的少ない方々を対象に、学校法人に

かかわる法令について考察し、さらに、学校法人会計基準に基づいて、資金収支

計算書及び消費収支計算書並びに貸借対照表、さらにその内訳表等について、条

文を追いながら理論研修を行います。 
  経理を担当する者は、資金収支計算書や消費収支計算書などについて、 
○ なぜ、作成しなければならないのか 
○ 何に基づいて作成するのか 
○ どのような目的の下に作成するか 
などをあらかじめ理解することが重要です。 
そのためには、その基本となる学校法人会計基準をはじめ、学校法人に関連す

る法令に触れておくことが必要です。 
なお、本分科会で取扱う法令は次のとおりです。 

・教育基本法 
・学校教育法 
・私立学校法 
・私立学校振興助成法 
・学校法人会計基準 

 
Ｃ分科会 私立大学等経常費補助金について 
経常費補助金の一般補助の具体的内容について研修を行います。はじめに補助

金の根拠となる関係法令や経常費補助金の流れ、先日ご協力いただいた「私学助

成」についてのアンケート結果説明を行います。 
  特に、一般補助については、モデル短大を例に補助金がどのように算出される

か、前提となる法令、取扱要領、配分基準及び専任教職員認定基準に理解を深め

ながら、収入超過、役員報酬、教職員の高額給与に対する調整等について学びま

す。 
  また、日本私立学校振興・共済事業団から講師をお招きして、私立学校等経常

費補助金、会計監査院の指摘事項についてより詳細な説明をいただくとともに、

個別に質問の時間も予定しています。質問のある方は、分科会第１日目に、担当

委員まで、質問内容を書面にて提出してください。 
なお、日本私立学校振興・共済事業団の平成 19 年度私立学校等経常費補助金下

記資料及び電卓を必ず持参ください。 
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資料１. 平成 19 年度 私立大学等経常費補助金 
     （一般補助・特別補助の申請事務等について） 
 資料 2. 平成 19 年度 私立大学等経常費補助金……別冊 
     （会計検査院の実地検査状況について、補助金関係基本例題集、 

参考資料） 
資料 3. 私立大学等経常費補助金取扱要領、 

私立大学等経常費補助金配分基準（平成 19 年 1 月発行） 
資料 1 及び資料 2 の入手には、事業団発行の電子証明書（認証情報）が必要と

なります。事業団発行の電子証明書をお持ちの貴学担当者に依頼していただき、

私学事業団電子窓口を利用して入手してください。7 月末日頃に発表予定です。 
私学事業団電子窓口           https://emado.shigaku.go.jp 
資料 3 の入手は日本私立学校振興・共済事業団ホームページの私学振興事業本

部へアクセスして、「平成 18 年度補助金の配分基準等」の中から「取扱要領・配

分基準（PDF）」を入手してください。 
日本私立学校振興・共済事業団ホームページ http://www.shigaku.go.jp 

 
D 分科会テーマ① 財務分析について 〈13：00～15：00〉（１班） 

この分科会では、日本私立学校振興・共済事業団の情報提供システムについて、

私学情報部情報サービス課から講師をお招きして、映像によるデモンストレーシ

ョン・資料等で、インターネットを利用して、直接自校のデータや、任意に設定

する条件での 10 年間の財務シミュレーション、教育条件、財務関係の希望グル

ープとの比較等々、膨大なデータの利用と、その私学データ作成システムを説明・

指導していただきます。 
また、本協会では、会員校のご協力により財務分析を行って、その「集計結果」

は毎年、「私立短期大学財務状況の概要」は隔年で発表しています。 
今回は、平成 17 年度決算の構成比率や関係比率、教職員一人当りの学生数に

ついては、参加者と一緒に「集計結果」の標準偏差を利用して自校の偏差値を求

め、自校の財務分析の評価を試みます。 
したがって、参加者各自、自校の平成 17 年度の資金・消費収支計算書、貸借

対照表と平成 17 年 5 月 1 日現在の学生数、教員数、職員数の分かる資料、たと

えば下記学校法人基礎調査表等を持参ください。 
なお、必ず電卓を持参ください。 

（1）平成 18 年度学校法人基礎調査表（平成 18 年 5 月～6 月に日本私立学校振興・

共済事業団に提出したもの） 
資金収支計算書…調査票区分番号 410、450 
消費収支計算書…調査票区分番号 610、650 
貸借対照表…調査票区分番号 810 

（2）平成 17 年度学校法人基礎調査表（平成 17 年 5 月～6 月に日本私立学校振興・

共済事業団に提出したもの） 
学生数等…調査票区分番号 110 
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教員・職員数…調査区分番号 210 
（3）平成 17 年度の計算書類の中より、基本金明細表と固定資産明細表の写し 

 
D 分科会テーマ② 情報公開について〈13：00～15：00〉（２班） 
「私立学校法の一部を改正する法律」が平成 17 年 4 月 1 日から施行されました。

この改正の趣旨は、少子化等社会経済情勢の変化や法人諸制度の改革、規制緩

和の進展等、学校を取り巻く近年の急激な環境変化に対応し、様々な課題に対し

て主体的かつ機動的に対応していくための体制強化を行うことを求めるというも

のです。 
改正の柱は、①学校法人における管理運営制度の改善と②財務情報の公開です。

このうち、財務情報の公開は、学校が公共性を有する法人としての説明責任を果

たし、関係者の理解と協力をより得られるようにしていく観点から、財産目録、

貸借対照表、収支計算書、事業報告書等の関係者への公開を義務付けたものです。

この分科会では、公開を義務付けられる資料の具体的な開示方法や、閲覧の対

象者である「利害関係人」のカテゴリの考え方などの基本知識を学びます。また、

参加者と情報交換を行いながら、より積極的な情報提供の方法についても検討し

ていきます。 
 

D 分科会テーマ② 情報公開について（前述のとおり）〈15：00～17：00〉（1 班） 
D 分科会テーマ① 財務分析について（前述のとおり）〈15：00～17：00〉（２班） 

 
【情報交換懇談会】〈17：30～19：00〉 

分科会ごとにテーブルゾーンを設け、日頃の情報交換をしていただくものです。

原則全員の出席をお願いいたします。 
 
 
〔第２日目〕１１月８日（木） 
【全体会】〈９：00～12：00〉 

講演Ⅱ              〈９:00～10：30〉 
 「学校法人会計をめぐる最近の動向について」 
   日本公認会計士協会  会計士    原   秀 敬 氏 

 
講演Ⅲ              〈10：30～12：00〉 

  「学校法人の新たな飛躍を求めて」 
   －事業団融資を活用した経営基盤の強化－ 

日本私立学校振興・共済事業団 融資部長  塚 田   茂 氏 
 
【分科会】〈13：00～17：00〉 

Ａ・Ｂ・Ｃ分科会〈前日の続き〉 
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 Ｄ分科会テーマ③ 特別補助について 〈13：00～15：00〉（１班） 
経常費補助金の一般補助が長期に渉って逓減傾向をたどる中、教育・研究面で

の新たな取組みや特色化を支援する特別補助は毎年増額され、今年度も４億円増

の 1,112 億円余の予算が計上されています。また今年度からは、昨年度まで私学事

業団執行分と文部科学省執行分とに分けて行われていた申請・交付が私学事業団

に一元化され、特別補助制度自体についても、各学校の特色を出すための選択ゾ

ーンの設定、補助項目のメニュー化、補助項目別予算額の撤廃といった大幅な見

直しが行われました。 
この分科会では、日本私立学校振興・共済事業団補助金課から講師をお招きし

て、まずこの度の見直しの背景や趣旨を含めて特別補助制度の創設及びその後の

制度改正の経過や関係法令に触れた後、18 年度と 19 年度を比較した補助項目の

構成や特徴、申請上の留意点、短大を中心とした補助項目別交付の現状、近年の

会計検査院の指摘事項や検査動向などについて研修を行い、特別補助全体につい

ての理解を深めたいと思います。 
 
Ｄ分科会テーマ⑤ 第三者評価について 〈13：00～15：00〉（２班） 
学校教育法に基づく認証評価が開始され、すべての大学・短大は、少なくとも

７年間に一度は教育研究、組織運営、施設設備、財務等の総合的状況について認

証評価機関による評価を受ける義務が生じました。 
財務に携わる皆さん、「財務について自己点検・評価報告書を作成せよ」と命ぜ

られたらどうしますか。 
そこで、この分科会では認証機関である財団法人短期大学基準協会から講師を

招いて、基準協会が設定した 10 評価領域中、事務に関係の深い「管理・運営」・「財

務」の 2 分野についてどのような項目に着目し、どのように報告したら良いのか

を研修します。 
Ｄ分科会テーマ④ 計算書類の注記について 〈15：00～17：00〉（１班） 
少子化の進展など学校法人を取り巻く社会経済情勢の変化に伴い、学校法人の

諸活動も多様化が進み、その諸活動に見合った会計処理の適正化、財務状況及び

経営状況の明確化、透明性や説明責任等コンプライアンスの充実が求められてい

ます。このような社会の要請をうけ、学校法人会計基準の一部が改正され、平成

17 年度より計算書類の末尾に記載する注記事項の充実が義務づけられました。 
こうした状況を踏まえ、本分科会では、実務の参考となるような注記事項の記

載例を取り上げ、その実例と問題点について意見交換を予定しています。 
  なお、各学校法人での事例をお聞きする場合もありますので、計算書類の末尾

に記載した注記事項につきましてコピーを持参ください。ただし、公表はいたし

ません。数字等の部分は削除してお持ちくださっても結構です。 
 

Ｄ分科会テーマ③ 特別補助について（前述のとおり）〈15：00～17：00〉（２班）
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〔第３日目〕１１月９日（金） 
【分科会】〈９：00～13：00〉 
 Ａ・Ｂ・Ｃ分科会は〈前日の続き〉 
Ｄ分科会テーマ⑤ 第三者評価について（前述のとおり）（１班） 
Ｄ分科会テーマ④ 計算書類の注記について（前述のとおり）（２班） 
 
Ｄ分科会テーマ⑥ 科研費の事務処理について 〈11：00～13：00〉 

  昨今、大学において公的研究費（主に科研費）の使い方に不正が指摘され、大

きくマスコミに取り上げられるなど社会問題となっています。該当教員の名前は

すぐに忘れられてしまいますが、大学名はいつまでも記憶に残り、該当教員以上

に大学が受ける損害は大きく、大学としても何らかの対策を講じなければなりま

せん。本年 2 月に「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実

施基準）」（平成 19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定）が公表されましたが、どのよ

うな不正にどのような対策を講じるべきなのか、文部科学省より講師をお招きし

研修します。 
 
【全体会】 
講演Ⅳ                〈13：45～14：45〉 
 「短期大学のあり方」 

財務委員会委員長 
東京文化短期大学学園長・学長  森 本 晴 生  氏 

 
分科会研修のまとめ〈14：45～15：15〉 
閉会挨拶 
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参加要領 

 

参 加 費 

 

 

 

参 加 申 込 先 

 

 

 

 

 

宿 泊 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 加 申 込 

締 切 期 日 

 

 

当日持参するもの 

 

 

 

 

そ の 他 

全日程で 1 人３５，０００円<参加費・情報交換懇談会費・昼食代・コーヒー代を含む>

【「研修会参加費納入及び参加申込に方法について」参照】 

 

 

 研修会参加申込にあたっては、銀行振込みにより、事前に参加費を主催団体の

財団法人私学研修福祉会にご納入のうえ、所定の申込用紙により、必要事項を記

入して、来る９月 21 日（金）までに、日本私立短期大学協会経理事務等研修会係

宛お申込みください。 

 

 

今回の研修会の宿泊等については、特に斡旋はいたしませんが、会場のロイトン

札幌、会場近辺のアートホテルズ札幌に特約してあります。ご希望の方は、同封の

『平成１９年度 私立短大経理事務等研修会 宿泊・航空券・見学ツアーのご案内』

に従い、お申込みください。 

なお、宿泊に関する問い合わせは、JTB 首都圏新宿西口支店「私立短期大学経

理事務等研修会」係（担当：清水・松本 03-3343-6665）までお問い合わせくださ

い。 

 

 

平成１９年９月２１日（金） <厳守> 

 

 

① 筆記用具 

② 「電卓」（Ａ・Ｃ・Ｄ分科会で使用します。） 

③ 各分科会で指定する資料 

 

 

研修会第１日目（１１月７日（水））の受付は、ロイトン札幌３階ロイトンホールにて午前

８時３０分から行います。 

 

 

－7－



－8－



分科会
　講演Ⅱ 　Ａ分科会
　　　「学校法人会計をめぐる最近の動向について」 　　初心者のための学校簿記について

全体会 　　　　　日本公認会計士協会 　Ｂ分科会
　会計士　　原　　　秀　敬　氏 　　学校法人会計基準と計算書類の

　　取扱いについて
　Ｃ分科会
　　私立大学等経常費補助金について
　Ｄ分科会テーマ⑤　（１班）
　　第三者評価について

　講演Ⅰ 　講演Ⅲ 　Ｄ分科会テーマ④　（２班）
　　　「私学助成のあり方について」 　　　「学校法人の新たな飛躍を求めて」 　　計算書類の注記について
　　　　文部科学省高等教育局 　　　－事業団融資を活用した経営基盤の強化－ 分科会

（予定）　　 　　　　　日本私立学校振興・共済事業団 　Ａ分科会
　　融資部長　　　塚　田　　　茂　氏 　　初心者のための学校簿記について

　Ｂ分科会
　　学校法人会計基準と計算書類の
　　取扱いについて
　Ｃ分科会
　　私立大学等経常費補助金について

　状況報告 　Ｄ分科会テーマ⑥　（１班・２班）
   　「短期大学をめぐる最近の動向」 分科会 　　科研費の事務処理について
　　　　日本私立短期大学協会 　Ａ分科会

　　　常任理事・事務局長　佐藤　存　氏 　　初心者のための学校簿記について
　Ｂ分科会
　　学校法人会計基準と計算書類の
　　取扱いについて 全体会

分科会 　Ｃ分科会 　講演Ⅳ
　Ａ分科会 　　私立大学等経常費補助金について 　　「短期大学のあり方」
　　初心者のための学校簿記について 　Ｄ分科会テーマ③　（１班） 　　　財務委員会　委員長
　Ｂ分科会 　　特別補助について 　　　東京文化短期大学学園長・学長　森　本　晴　生　氏

　　学校法人会計基準と計算書類の 　Ｄ分科会テーマ⑤　（２班） 　分科会研修まとめ
　　取扱いについて 　　第三者評価について 　閉会挨拶
　Ｃ分科会 分科会
　　私立大学等経常費補助金について 　Ａ分科会
　Ｄ分科会テーマ①　 (１班） 　　初心者のための学校簿記について
　　財務分析について 　Ｂ分科会
　Ｄ分科会テーマ②　（２班） 　　学校法人会計基準と計算書類の
　　情報公開について 　　取扱いについて
分科会 　Ｃ分科会
　Ａ分科会 　　私立大学等経常費補助金について
　　初心者のための学校簿記について 　Ｄ分科会テーマ④　（１班）
　Ｂ分科会 　　計算書類の注記について
　　学校法人会計基準と計算書類の 　Ｄ分科会テーマ③　（２班）
　　取扱いについて 　　特別補助について
　Ｃ分科会
　　私立大学等経常費補助金について
　Ｄ分科会テーマ②　（１班）
　　情報公開について
　Ｄ分科会テーマ①　（２班）
　　財務分析について
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11：00

15：30

　　開会挨拶・オリエンテーション

第３日　１１月９日（金）
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　　アンケート調査結果報告
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13:45
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情報交換懇談会

10：00

12：00

11：30

10:30

19：00

17：00

－9－



－10－



平成１９年度私立短大経理事務等研修会参加申込書 ＜締切日 ９月２１日（金）＞ 

 

短期大学名                         

申込責任者                         

電話番号                           

 

※は記入しないでください。 

※ 都道府県名 短期大学名 氏     名 学内職名 経験年数

      

希 望 分 科 会 Ａ  ・  Ｂ  ・  Ｃ  ・  Ｄ 

 

※ 都道府県名 短期大学名 氏     名 学内職名 経験年数

      

希 望 分 科 会 Ａ  ・  Ｂ  ・  Ｃ  ・  Ｄ 

 

※ 都道府県名 短期大学名 氏     名 学内職名 経験年数

      

希 望 分 科 会 Ａ  ・  Ｂ  ・  Ｃ  ・  Ｄ 

 

〔記入上の注意〕 

（１） 経験年数欄は現職に従事した年数をご記入ください。 

（２） 分科会の選択については実施要領の分科会テーマをご参照の上お選びください。 

（Ｄ分科会希望者は６テーマを必ず研修していただくことになります。） 

（３） この参加申込書は下記にお送りください。 

 送り先  

                     〒102-0073 東京都千代田区九段北４－２－２５ 

                       日本私立短期大学協会 

                          「経理事務等研修会」 係 

 

※ ご記入いただいた情報は当研修会事務処理の用途に使用します。 

この情報により参加者名簿を作成し、参加者に配布します。 

（表面） 



のりしろ（「振込金受取書」コピーを貼付してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通信欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） 



研修会参加費納入及び参加申し込み方法について 

 

 「参加申込書」は日本私立短期大学協会宛にご送付願いますが、「参加費」のご納入は銀行振込み

により財団法人私学研修福祉会宛にご送金ください。 

 

１. 参加費の納入方法 

 ① 参加費は全日程で１人３５，０００円です。銀行振込により、財団法人私学研修福祉会短

大口＝（みずほ銀行市ヶ谷支店 普通預金口座２０７‐１３６５１５０）へお振込みくださ

い。現金書留郵便又は直接の現金持参による参加費納入はご遠慮ください。 

 ② お振込みの際は必ず短期大学名を明記し、参加者が複数の場合は、一括してお振込みくだ

さい。（振込手数料は貴学にてご負担願います。） 

 ③ 別に日本私立短期大学協会からの領収書は発行いたしません。 

④ 納入された参加費は、場合によっては返金できないこともあります。ご承知おきください。 

 

２. 参加申込先 

(1) 研修会参加申込は「平成１９年度私立短大経理事務等研修会参加申込書」に必要事項を記

入して、裏面に参加費の「振込金受取書」（コピー）を貼付し、下記へご送付ください。 

(2) 参加申込締切期日は、平成１９年９月２１日（金）です。下記へご送付ください。 

なお、申込みが締切期日より遅れる場合は、予め、その旨をご連絡ください。本研修会に

関する問い合わせ同様にお願い申し上げます。 

 

 

 

 
参加申込先（連絡問い合わせ先） 

日本私立短期大学協会「経理事務等研修会」係 
〒102-0073 東京都千代田区九段北４－２－２５（私学会館別館６階） 

TEL（03）3261-9055  FAX（03）3263-6950 
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